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ジョンソン政権と台湾海峡両岸 
－信頼性と自己抑制－ 

佐橋 亮 
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第１節 中国核開発とアメリカの自己抑制、国府の動揺 
第２節 中国との対立の中の共存 
第３節 国府の拘束 
おわりに 
 
（要約） 
冷戦期において米国は台湾海峡両岸にどのように対峙したのだろうか。本稿は、「二重の抑止」とも

総括されてきた米国の中国政策の背景に「信頼性」と「自己抑制」という意図が存在していたことを

指摘する。米国の歴代政権は、共産圏を抑止し同盟国を守る能力と意図を示すため、地域への介入や

拡大抑止により決意の「信頼性」を維持しようとした。しかし他方で、米国は中国共産党政権への対

応を好例として、コストの高い戦争を回避する「自己抑制」的な対応が求められていることも認識し

ていた。それ故、米国は中国、国府への対応において、信頼性を維持しつつも緊張を緩和することを

意図し、中国に対する強硬策を排除し、同盟国である国府を「拘束」するように行動したのである。 
本稿が取り上げるジョンソン政権も、中国核開発やベトナム戦争を契機に中国との衝突の蓋然性が

高まった時期にも拘わらず、拡大抑止を保障する一方で中国に対する抑制的な対応を選択し、対中政

策における柔軟性を国内外に喧伝する。さらに、同政権は国府の大陸反攻案を拒否しつつ拘束を強め

ようとし、国連代表権においても姿勢変化の兆しをみせた。この時期は、表面的に激しい非難の応酬

がなされていた米中関係は安定し、米華関係では両国の思惑の違いが際立っていたが、その背景に「信

頼性」と「自己抑制」を共に追求した米国の現状維持的な意図が観察できる。 
 

はじめに 

 
台湾海峡の両岸に対し、アメリカ外交はいかに展開してきたのだろうか。アメリカは中国とど

のように向かい合えると認識していたのか。国府に何を望み、何を望まなかったのか1。1950 年

代に形成されたアメリカの行動様式は「二重の抑止」と現在に至るまで総括される。台湾海峡に

おいて海峡両岸のいずれによる一方的な現状改訂の動きを許さず、中国の台湾「解放」を防ぐ一

方で国府の「大陸反攻」を支持しない。換言すれば、「同盟国を見捨てずに拘束し、敵国を挑発せ

ずに抑止する」ことがアメリカの行動
、、

に明瞭に観察されてきた2。しかし、アメリカはなぜ国府を

支え続けたのか、何のために国府を拘束しようとしたのか、常に激しく非難した中国との戦争の

発生をなぜ避け続けたのか、そもそも中国といかなる関係を取り結ぼうとしていたのか。つまり、

行動を動機づけるアメリカの意図
、、

も探るべきであろう。本稿は冷戦期のアメリカ外交を特徴づけ

るマクロな視点のひとつとして提示されている「信頼性」と「自己抑制」という切り口から、ア

メリカの中国政策を分析することを試みる。 
冷戦期においてアメリカの政策決定者は戦略的な判断をするにあたり、「信頼されなければなら

ない(be credible)」という趣旨の発言をすることが多かった。彼らの脳裏において保持すべき対

象として捉えられていた「信頼性(credibility)」とは、少なくとも二つの役割を担っていた。第一

の役割は、朝鮮半島やベトナム、さらには第三世界といった辺境への支援を一貫して示すことで、

共産圏を抑止
、、、、、、

するということである。次のトーマス・シェリング( Schelling, Thomas )の引用は
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つとに有名である。「世界各地における介入の主たる理由は、我々が直面している脅威が相互依存

的であるからだ。つまり、我々がある一つの局面におけるソ連の行動に対処しなければならない

とソ連に伝えるのは、そうしなかったならば、他の局面において我々が対処すると伝えたときに

ソ連が信じない、という理由による」3。第二の役割とは、アメリカが西側同盟国を守る
、、、、、、

ための能

力を確保しつつ、防衛の決意を示すことで、自由主義陣営における結束を固めるというものであ

る。換言すれば、西側の盟主としてアメリカの地位を保障するものが信頼性であり、そのために

頼りがいがあり、強い決意を持っていることを示す必要があった。覇権の追求ではなく共産圏の

脅威への対抗のために冷戦期のアメリカが行動したために、このような信頼性の発想が必要だっ

た。ドミノ理論にみられるように、信頼性保持の目標のために支援と介入に深入りする局面も当

然にあったが、大国間関係の安定のために勢力均衡を実現しようとしたことは否定しがたい4。 
他方で、冷戦期のアメリカ政府にとって、介入のエスカレーションを「自己抑制」し、大規模

、、、

戦争を回避する
、、、、、、、

ことは重要だった。例えばインドシナへの介入をめぐるジョンソン政権の意志決

定の場において、「朝鮮戦争の教訓」は一方では信頼性のテストケースとしてベトナムを捉えさせ

早い段階での介入の必要性を示す事例とされたが、他方では中国との直接戦争を避けるべきとの

議論も支えていた。多くの政府高官は、朝鮮戦争の失敗をうけて全面戦争への発展の可能性を有

するコストの高い対中戦争の回避を期することが、国内と（国府を除く）西側同盟国から支持を

取り付けるためにも不可欠であると認識していた。中ソ対立を確認した後も、中国やソ連を刺激

することで中ソを再び接近させないことが意識されていた。そのためには、中国の現在、そして

次世代の指導者に対して、アメリカが中国との戦争を望んでいないとの意志を伝え不確実性を解

消することで緊張を緩和することも必要だった5。この点も冷戦期のアメリカ外交の現状維持的な

性格を示している。 

1950 年代の二つの台湾海峡危機におけるアイゼンハワー( Eisenhower, Dwight )政権の対応に

は、「信頼性」と「自己抑制」の双方の特徴が観察できる6。危機においてアメリカは、台湾の戦

略的価値からだけではなく決意の信頼性が失われることへの恐怖と向き合いながら対応を迫られ

た。しかし、辺境への介入の動機があったとしても、台湾海峡における緊張は戦争へ発展させら

れることはなかった。確かに、軍部などは核兵器の利用も含む大規模な介入案を提示し、信頼性

の観点からそれらの案を正当化したが、同政権はそれらを退け、中国との直接戦争の契機を 小

化した、注意深く制御された危機管理を行う。国府への支援は限定的なものに留まり、むしろ先

んじた行動を採らないよう説得される。国内世論だけでなく、イギリスに代表されるように同盟

国も沿岸諸島における緊張を高めることに否定的だった7。 
共産主義に対する決意の信頼性を保ちながらも、中国との直接戦争を回避し、現状を維持する

ことこそ、アメリカが望むところだった。対中政策においては、「緊張を緩和しながらも同時に、

中国の直接的、間接的な侵略に対して強硬な姿勢を保つ決心を示す」ことが目指された8。そのよ

うに現状維持を志向し中国に対して自己抑制的な対応を取る限りにおいて、アメリカは同盟国で

ある国府に信頼性を保障するだけでなく、その中国に対する行動にも抑制を加える必要が生じる

こととなり、国府の大陸反攻等による現状変更的な行動も許すことはできなかった。結果として
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米華同盟は、脅威に対処するという側面に加え国府を管理する性格を有し、その行動を拘束する
、、、、

ことになったのである9。 
ジョンソン( Johnson, Lyndon B. )政権期は、中国の核開発と北ベトナム政府支援に対してアメ

リカ政府が公式の場で激しい中国非難を繰り返したことで知られる。中ソ対立によって共産圏が

一枚岩でないことが確認されるなか、中国はソ連以上の脅威として世論に認識されていた。例え

ば、アメリカに対する第一の脅威がロシアか中国かとの質問に対して、61 年 3 月時点ではロシア

が優勢であったが、63 年 3 月の時点で中国がロシアの割合を超え、ジョンソン政権期には 2 割程

度のロシアに対し中国が 5 割から 7 割程度の割合を占めるまでに両者の差は拡大していた10。そ

れ故、当時の米中関係の評価としては次に引用するような見方が多かった。「1960 年代において、

アメリカとその同盟国に対する中国の敵対心、文化大革命、アメリカのベトナム戦争への深入り、

中国がベトナム戦争の煽動者とは言わないまでも受益者であるとの想定、そして中国による核兵

器開発の成功によって、米中両国におけるお互いの敵愾心はより一層の緊張を経験したのであ

る。」11確かに、核開発に対する予防攻撃案は存在し、ベトナムへのアメリカの介入が増すにつれ

て米中の緊張は高まり、アメリカの決意が問われていたようにみえる。 
しかし、本稿が示していくように、ジョンソン政権は中国核開発が進展し、自らがインドシナ

半島への深入りを進める 中において、中国との緊張を招くような強硬な軍事的対応を抑制した。

さらに、66 年にはアメリカ政府高官が相次いで中国に対して平和共存を呼びかける。ジョンソン

政権は中国が呼びかけに応じることを想定していなかったが、アメリカの対中政策が抑制的で柔

軟であることを国内外に示し、さらに、将来的な対中政策の転換への余地を残そうと試みていた

のである。当時のジョンソン政権には硬軟両面をあわせ持つ政策で中国に対する決意の信頼性と

自己抑制的な姿勢を共に示す必要があるとの判断があり、アメリカは対中政策をイデオロギー対

立に彩られた強硬策に留めたわけではなかった。 
ジョンソン政権期がそのような意図を有していた一方で、国府の思惑は全く異なっていた。中

国核開発は大陸反攻を難しくし中国の国際的存在感も増してしまったが、ベトナム戦争により国

府の同盟国としての存在感を高め大陸反攻を提起する機会が到来したと考えられた。しかし、米

華交渉において国府の提案は次々に拒否され、両国間関係における信頼性は益々損なわれる結果

となる。国府と米国内におけるチャイナ・ロビーの反発が顧みられることは少なかった。中国に

対して抑止を成立させる信頼性の維持には配慮がされたにせよ、対中自己抑制が求められる条件

の下、国府に対する信頼性はアメリカからの再保障を通じて一方的に与えられるものに過ぎなかっ

た。信頼性と自己抑制という二つの目標をアメリカが追求していた以上、国府の拘束は戦略的に

要請されていたのである。 
以下本稿は、ジョンソン政権期における中国核開発とベトナム戦争への対応、同時期における

中国への呼びかけ、米華交渉を事例として、アメリカの中国政策に込められた意図を「信頼性」

と「自己抑制」の視点から解きほぐすことを試みる。 
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第１節 中国核開発とアメリカの自己抑制、国府の動揺 

 
 1964 年 10 月 16 日夜、周恩来は歓喜の祝杯をあげた。中国は悲願であった核実験を始めて成

功させ、奇しくも同日には中国政府が中ソ対立の元凶と見做していたフルシチョフが失脚したの

である。他方、中国核開発によって「大陸反攻」の実現が極めて難しくなった国府では、蒋介石

は「中国の核実験によって国民党の本土
マ

回復
マ

計画の主要な責任をアメリカの手にゆだねることに

なった」と演説したという12。二人の指導者の眼前には、国際政治の現実における自国の姿が極

めて対照的に映し出されていたに違いない。 
 

１．実験前の対処方針 

ケネディ( Kennedy, John F. )政権期以来、アメリカは中国の核開発・保有に対して国民党軍の

活用を含めた予防攻撃案や米ソ共同行動案を議論していた13。中国核開発は 59 年頃よりアメリカ

の情報当局によって把握されており、61 年 6 月にはケネディも警戒を強め始めていた。それは軍

事的な脅威というより、実験の成功によって中国の国際的威信が高まる契機として警戒され、中

国に追随する核拡散の連鎖をもたらしかねないと懸念されていた。また逆に、アメリカの信頼性

が損なわれることも危惧された。しかし、中国への対抗として提案されたインド核開発への協力

案は、核拡散を懸念したラスク( Rusk, Dean )国務長官に拒絶される。ラスクが代案として指示

した政策は、アメリカの核の優越を強調し同盟国への信頼性を維持する「再保障」であり、結果

的にはこの消極的な方針が核実験成功後も中国核開発への基本的な対処方針となった14。他方で、

ケネディは公の発言においても、中国核保有への警戒を隠さなかった15。少なくとも 63 年までに

中ソ対立を認識していたケネディ政権は、その状況を利用するかのように、ソ連側に中国核問題

への共同行動を求めることを一案として企図する。同政権は、ドブルイニン ( Dobrynin, 
Anatoly ) 駐米大使との会談やハリマン( Harriman, Averell )国務次官の部分的核実験禁止条約

交渉に関わる訪ソを通じて、米ソ共同行動の実現可能性を模索したが、ソ連は中国核開発に関す

る討議に応じなかった16。 
核開発に関する中央情報局の報告は次第に詳細を帯びてくる。63 年 7 月の段階で、核実験は

64 年前半から翌 65 年の範囲で実施され得るが、ウラン濃縮型の実験は 66 年以降に遅れると予

測された。同報告は 64 年 10 月の実験時期をほぼ正確に予測したものの、第 1 回実験では濃縮ウ

ランが利用されており、中国の技術到達度に関して大きな見込み違いをしていた。また同報告は、

中国の合理性を重視し力の分布が変化しない以上中国が攻撃的姿勢に転ずることはあり得そうに

ないと分析しているが、同時に、核開発によりアメリカの介入が難しくなり国際的な共産主義支

援が強まる可能性があることに警鐘を発していた17。 
対応策として、国務省政策企画局のロバート・ジョンソン( Johnson, Robert )は、中国核保有

の軍事的脅威ではなく政治的効果を重視した上で、中国核開発施設への単独攻撃案、国民党軍に

よる空爆案・地上隠密行動案、国民党空挺部隊の投下案の 4 案を挙げそれらの実現可能性を検討

した。国府も中国核開発を懸念し、対中作戦への協力を惜しまないことを繰り返し提案していた。
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しかし、初期に予防攻撃に前向きであったロバート・ジョンソンも、核施設攻撃はソ連の支持が

得られそうになく国際世論の支持を失うとして、 終的には予防攻撃に消極的な結論に落ち着い

た。ラスクはジョンソンの消極的結論に賛意を与え、攻撃案は闇に葬られた18。 
書き手であったロバート・ジョンソン、国家安全保障担当大統領補佐官のマクジョージ・バン

ディ( Bundy, McGeorge )、国家安全保障会議で中国を担当していたジェイムズ・トムソン

( Thomson, James C. )も、予防攻撃案は存在したものの深く検討されたことはないと回顧してい

る19。その後も国防総省などから攻撃案の提示があるものの、専門家からの提言の範囲を超える

ものではなく、選択された政策は同盟国への再保証と中国非難という消極的な政策に過ぎなかっ

た20。後にラスクは次のように語っている。「（中国に対する攻撃案が）スタッフの中にあったに

せよ、トップのレベルでは考慮されていなかった。ソ連の支持があろうと無かろうと、中国に対

する先制
ﾏ ﾏ

攻撃をしないことは分かり切っていた。」21 
これまでの研究は予防攻撃案の存在やソ連との共同行動の模索に注目してきたが、それらは政

策立案上の選択肢に過ぎない。この時点でそれらの強硬策が排除された理由は、予防攻撃が開発

を遅らせるのみで問題の解決につながらないことに加え、対ソ関係と国内外からの反応を勘案す

れば自己抑制的な対応が求められたという政治的事情によるのである。 
 

２．核実験直後のジョンソン政権 

中国の核実験は建国記念日より半月遅れた 64 年 10 月 16 日に実施され、成功をみた。「共産中

国の国際的地位は急速に変化する以上、我々も新しい時代に突入せざるを得ない」と感じたトム

ソンは、「封じ込め政策と道義的な非難」の政策が国際政治の現実にも、アメリカの長期的な国益

にも見合わないと論じた。その上で彼は、「全体主義体制の社会を長期的に蝕んでいくような、自

由主義世界の財、人、アイディアを慎重に利用」した「修正した封じ込め政策」へ向かうべきだ

と訴えた。彼は短期的には中国がアメリカに対する敵視政策を改めないとみており、また「軍事

的封じ込め」は維持すべきと論じてはいるものの、「ロシア人を扱うように中国人を扱い」共存を

目指す政策をとることで、アメリカは同盟国や第三世界からの支持を獲得でき、対中関係にも長

期的に望ましい効果が得られると信じていた22。 
核実験成功は事前に懸念されたとおり、実験後もその政治的効果が懸念された。「北京の核実験

は共産党政権が存在し続けるという事実を劇的に示した」と、同じく国家安全保障会議に勤務し

ていたロバート・コマー( Komer, Robert )は記している23。共産党政権が将来的に存続していく

との見込みも強まり、成長する大国としての中国イメージが形成されたとの指摘もある24。 
しかし、中国の核実験成功は対中政策の転換にすぐには結びつかなかった。実験直後、マクナ

マラ( McNamara, Robert )国防長官はアメリカの優越が潜在的な敵を抑止することができると

述べると共に、拡散の脅威を強調した25。ラスクも、「戦争と平和の問題は太平洋にある。ソ連と

中国に対して弱腰と見えてしまえば、それら両国が現在行っている路線を認めたと受け止められ

かねず、戦争の可能性は増大する。我々が弱体化していると北京にシグナルを送るような動きを

すれば、危険は増してしまう」と述べ、ジョンソンは賛意を与える。決意の信頼性を示すことの
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重要さは依然として強く認識されていたのである。スティーブンソン( Stevenson, Adlai E. )国連

大使は国際圧力が高まる以上、国連代表権問題では「二つの中国」案へ転換せざるをえないと論

じ、繰り返し政策転換を求めた。しかし、ジョンソンは「外国人によるアメリカの外交政策への

助言に注意は払わない。ラスクの意見に注意を払う。私はラスクの話を聞きたいのだ」と述べ全

く取り合わなかった26。 
中国核開発への対応において信頼性の観点が保たれていたことは繰り返し強調したい。ジョン

ソン政権は、拡大抑止の下にある同盟国は中国核実験によってアメリカの重要性を再認識してい

ると判断し、それを推し進めるような政策を採るべきと考えた。採用はされなかったが、核への

誘因を下げるためにインド・日本両国に多角的核戦力を提供することさえも政策企画室長のロス

トウ( Rostow, Walt W. )は提言している27。 
中国の核実験成功を受けて、ジョンソン大統領はギルパトリック( Gilpatric, Roswell )前国防副

長官を委員長とする「核不拡散に関する委員会」を組織した。ギルパトリック委員会の事務を取

り仕切ったガーソフの回顧によれば、同委員会は中国に対する軍事行動に関する検討をほとんど

せず、中国核開発の成功の国際的影響について検討を重ねた。当時には、中国核開発をひとつの

契機として、トンプソン委員会、ジョンソン委員会、フィッシャー委員会なども核不拡散を討議

し、不拡散政策への機運が盛り上がっていた28。不拡散政策の推進を打ち出した同委員会の報告

は、西欧同盟国に対する核の信頼性を回復するための試みであった多角的核戦力構想（MLF）を

阻害するため、特に西ドイツ関係の悪化を懸念したラスクが採択に反対し、政権内の一部に回覧

が許されたのみであった29。 
中国は今後いかに核の実用化を進めると認識されていたか。65 年 2 月の高度兵器開発に関する

「国家情報評価書 13-2-65」によれば、水爆の実用化は 70 年以後になるが、戦略爆撃機で運搬可

能な核兵器は既に製造可能であり、弾頭を搭載した中距離弾道弾も 67 年か 68 年までに実用化さ

れ得るとされた30。ロストウも、フランスと中国の核保有は国際政治における権力拡散の例であ

るが、核使用に合理的な状況は非常に限定されていると指摘している。中国からの突発的な限定

ミサイル攻撃に備えることは議論されており、65 年夏に政策企画局は中国に対する対弾道弾防衛

網を検討した。その際には、早期警戒が可能な中国による核攻撃には先制攻撃の必要があり実現

可能だとされた。但し、依然として検討の余地があるため国務省・国防省が作成している共同報

告を待つ旨が述べられ、議論の記録は閉じられている31。 
 

３．中国核実験、保有のインパクト収束 

65 年 5 月、空中投下による核実験が実施された。中国は 66 年 5 月に水爆実験を行い、10 月に

核弾頭を搭載したミサイル発射実験を成功させ、12 月には強力な爆発力を伴う三段階爆発を実施

した。67 年にも二回の実験が行われる。文化大革命の進行にもかかわらず、核開発への影響は深

刻なものではなかった32。66 年 5 月、アメリカによる核施設等への予防攻撃に警戒を強めた周恩

来は、公式声明において核の先制不使用を提起した33。マクナマラは核実験禁止条約を含め軍縮

交渉に一切関心を示さない中国への不信感からこの提案を一蹴し、それを受けラスクも査察や核
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兵器とミサイルの総量規制など軍縮措置を伴わない提案は受け入れ難いとの見解を示した34。 
しかし他方で、中国核実験、保有に対する脅威感は薄れていく。ジョンソン政権は中国が抑止

可能であるとする合理性の認識を徐々に形成し、実用化までの時間的余裕と中国核兵器の純粋に

防御的な性格を認識していった。68 年 10 月にも、当時国家安全保障担当大統領補佐官を務めて

いたロストウは、中国の核兵器が防御用であり攻撃能力がないことをジョンソン大統領に伝えて

いる35。 
実験が世界に与える影響は、 早大きなものでないと認識されていた。3 回目の実験後、中央

情報局が作成した報告書はインド核開発への懸念を示し、日本の主要紙も中国からの脅威を強調

したが、他方で、日本政府は 70 年に控える日米安保条約の更新にあたりむしろ環境が整備され

るとの見通しを伝え、西欧同盟国は既に公式見解を出していなかった36。同盟国に対して核の信

頼性を再保障する必要は、徐々に減じたようである。当時には中国の核開発・保有への対応策と

してグアムなどへの核の再配備による拡大抑止再編成も提言されているが、現在利用可能な史料

ではアジア同盟諸国に対する核配備数に変化を確認することはできない37。なお、核開発に関わ

る資材の中国流入に対し輸出規制を促すため、日本、イギリス、西ドイツ各国との高官レベルに

おける情報共有パネルが 67 年に立ち上げられており、不拡散に対する機能的協力は進み始めた38。 
ところで、67 年 9 月、マクナマラは対弾道弾防衛網の配備の対象としてソ連ではなく中国を挙

げ、限定的な配備を示唆したが、この発言はソ連との軍備管理交渉を重視していたマクナマラが、

配備による対ソ交渉、軍拡への影響を減じるために中国を用いたと解するのが適当であろう。中

国の核開発への政権内の認識とは異なる文脈である39。 
 

４．国府の反応 

他方で蒋介石は、中国の核実験成功によって大きく動揺していた。ライト( Wright, Jerauld )
駐華大使の公電に拠れば、中国の核実験成功は国府の大陸反攻案の信頼性を揺るがしただけでな

く、中国からの脅威認識を大きく変化させた40。65 年 3 月になると蒋介石は、2 回目の中国核実

験で爆撃機が使用されるとの見込みに基づき、軍事支援プログラム（MAP）において対空ミサイ

ルの優先的増強を求めた41。翌月ライトは返答の中で、アメリカの核抑止体制は防空機能ではな

く第二撃による報復能力に依拠していることを確認した。しかし、蒋介石は台湾が破壊された後

にアメリカに報復する能力があるとしてそれにどれほどの意味があろうと反発を強めるばかりで

あった。会談後の公電においてライトは、国府に対し西欧同盟国と同様に「核の信頼性」を維持

する問題にアメリカは直面していると述べている。しかしその解決策に関して彼は、核の信頼性

と抑止の有効性を繰り返し説明することで問題を解決できると考えるにとどまっていた42。64 年

末に訪台したウィーラー( Wheeler, Earle G. )統合参謀本部議長は、同盟国に対して核の信頼性を

保障しなければならないとの問題意識をライトと共有していたが、手段としては一歩踏み出し、

アジアの同盟国に対する核共有を提案している43。 
国府は中国の核保有によって大陸反攻が不可能になるばかりだけでなく、台湾そのものの防衛

が困難になることを懸念し始めていた。しかし、度重なる要請にもかかわらずアメリカが台湾に
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与えたものは、対中核抑止の説明、一方的な核の信頼性の「再保障」と大陸反攻案の拒絶であっ

た。核共有案も真剣に検討された形跡はない。 
その事態に対し蒋介石は核開発を指示するに至り、66 年から 67 年にかけて国府はイスラエル

から核関連物質、西ドイツからシーメンス社製の原子炉を購入することを試みた。しかし、国府

の動きを把握していたアメリカによってこれらの動きは封じられ、敵国の核開発の実質的な黙認

という対応とは対照的に、同盟国には不拡散が期待されたのであった44。 
 

第２節 中国との対立の中の共存 

 

１．ベトナムにおける対中戦争の回避 

同時期の東アジア情勢は、ベトナムへの中国の本格的な介入が懸念され、緊張の極みにあった。

中国は、中ソ対立が進展する中でひとつの共産国家を自らの側に保持することで国際共産主義運

動の主導権を握るために、安全保障上の利益ではなく政治的利益のために、北ベトナムを支援し

たにすぎず、米中全面戦争への発展を警戒し、アメリカに対してシグナルを送り始めた45。トン

キン湾事件後の中国の政府声明は、北ベトナムに対する侵犯を行えば中国の介入を招くとしたが、

同時に中国からの全面戦争の誘発がないことを確認している。毛沢東も仏訪中団に対し「我々は

ただ空砲で干渉したに過ぎない。即ち、そこの反米のゲリラ戦争を励まし、支持することだ」と

介入の意図が低いことを示し、エドガー・スノー( Snow, Edger )に対しても、中国が国境を越え

て戦争をすることはないと語っている。65 年 3 月になると、『人民日報』、陳毅外相、周恩来首相

が立て続けに北ベトナムへの中国からの人員の派遣を可能性として挙げ、アメリカに対する警告

を発した。続けて 4 月には周恩来がパキスタンのアユブ･カーン( Khan, Ayub )大統領に対して、

5 月には陳毅がイギリスの駐北京代理大使に対して、米中戦争を望まない中国の立場を示した四

項目の提案をアメリカ政府に伝達するように依頼した。後者において陳毅は、北爆に対して中国

は介入せず支援にとどめ、米地上軍の北ベトナム侵攻があった場合に中国は介入するとの中越秘

密合意の内容さえ伝えたという46。ウィリアム・バンディ( Bundy, William P. )極東担当国務次官

補がこの陳毅発言を受け取ったことをイギリス経由で伝達し、ラスクに同発言を報告した47。 
ジョンソンは朝鮮戦争の二の舞を避けるために元来対中戦争の回避を希望していた。彼は 3 月

の演説において、交渉の用意があること、北緯十七度線を越えた地上軍の侵攻の意志がないこと

を公にした。4 月のボルチモア演説においても平和解決のための無条件交渉を呼びかけ、5 月に

は爆撃それ自体が目的ではなく平和的解決がなされれば停止すると議会で表明した。政府内の議

論においても、ボール( Ball, George )国務次官は、北爆を実施した際には「相当程度の確率( a fair 
chance )」で中国の介入に直面すると述べ、戦争の拡大を恐れていた。マクナマラは「適切に限

定した北爆」であれば中国の介入を招かないとの立場を取ったが、ラスクは北ベトナムへの侵攻

だけでなく爆撃まで反対する立場を取り、南への増派による段階的なエスカレーションで中ソの

介入を抑止できると考えた。その答えに至る論理の筋道は異なるにせよ、アメリカの政策決定者

たちが対中戦争の回避という目標を共有していたことは疑いようが無い48。 
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アメリカの介入がやむことはなく、その意味で効果は限定的であった。タッカーによれば、「米

中関係の改善はジョンソン大統領の深い関心を引くものではなかった。彼はインドシナ半島にお

ける戦争が中国の安全保障にもたらしている挑戦には敏感であったが、国境沿いの軍事行動と台

湾からの支援の利用を北京政府の忍耐の限界まで推し進めた。中国のベトナムへの大規模介入の

可能性に関して政権内で頻繁かつ注意深く議論が行われたが、それらは深刻だが絶対的な拘束要

因ではなかった。」49確かに、例えば 65 年 1 月北爆の決定に際し、中国の介入と中ソ関係の修復

を懸念したマンスフィールド（ Mansfield, Michael J. ）上院議員に対して、ジョンソン大統領

は中ソともにアメリカとの直接戦争を望まず、情報機関の報告で判断すれば北ベトナムへの地上

軍侵攻か政権存続の危機的状況がない限り中国の介入はないと返答している50。つまり、中国の

介入条件を把握した上で、逆に、地上軍の侵攻のない北への爆撃までは米軍介入が可能だという

判断がそこにはあった。しかし、既に指摘したように政府高官のあいだで中国の介入を避けると

いう目標は共有されており、アメリカが取った行動をみても北ベトナムに対する介入は確かに抑

制される局面もあった。例えば、7 月 27 日の国家安全保障会議でジョンソンは十万人増派を決定

したが、軍事予算の大幅な増加と予備役の招集は中ソの介入を招きかねないとして政策の選択肢

から退けた51。 
結果として戦争回避という意図を共有していた両政府は、イデオロギー対立を反映した表向き

の非難の応酬とは異なり、シグナルの交換を通じて相手方の閾値を見定め、互いが現状維持を望

むことを確認した。「公式の演説や個人を介したメッセージ、相互のシグナルの交換によって、北

京とワシントンの両政府は双方のベトナム介入の見通しと限界を理解するようになった。1965
年後半から 66 年前半にかけてアメリカが北ベトナムか中国に侵攻しない限り、又は存立してい

るベトナム民主共和国を破壊に追い込もうとしない限り、中国は紛争への軍事的関与を制限する

という暗黙の了解
、、、、、

に両政府は達していたのである。（傍点引用者）」このようなアメリカの慎重さ

により発生した時間的余裕は北ベトナムに大きな準備期間を与え 終的な勝利につながったので

あり、その意味で中国の貢献も大きいと評価する論者さえいるが、他方で、「アメリカ優位の認識

と 53 年以降の中ソの宥和的な対応がベトナム介入に伴うリスクやコストを過小評価させる原因

となり、介入推進の議論に拍車をかけた点を実証」した研究も登場している。事実、これ以後米

軍のベトナム派兵は増大し、68 年には 50 万を超す米軍がインドシナへ派遣されていた。ここで

は米中関係における安定がベトナム戦争に与えた影響に関しての評価は避けるが、少なくとも、

中国に対する自己抑制がベトナム介入のエスカレーションを防いだという立場は取らない。中国

との衝突を避けようとするアメリカの自己抑制的な意図を確認できれば、本稿の目的に適う52。 
 国府はベトナム戦争を大陸反攻の好機と捉えていた。しかし、南ベトナム政府が繰り返しアメ

リカに要請した国民党軍の派兵案は中国の介入を招く恐れから退けられ、アメリカ軍の修理のひ

とつの拠点として組み込まれたのみであった。蒋介石は雲南省へのゲリラ部隊派遣等を提案し、

問題の根本的な解決策として中国共産党政権打倒の重要性を説くが、中国との直接戦争を避けた

いアメリカは、自己抑制的な対応を選択し、国府の提案は拒否されたのである53。 
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２．「自己抑制」の喧伝 ―中国に対する平和共存の呼びかけ― 
66 年初頭から夏にかけてアメリカの政府高官は幾度と無く平和共存を呼びかけ、中国に対する

姿勢変化を示唆した。対中政策は、少なくとも表面的には唐突に変化した。 
65 年 12 月には中国・医療関係者の訪米が解禁され、66 年 2 月にウィリアム・バンディは演説

の中において、米中関係緊張の原因を中国に帰した上で、中国も「アメリカとの衝突を望んでい

ない」と論じ対中交渉の準備がある旨を表明した。3 月に上院において行われた公聴会では、多

くの中国専門家が対中政策を「孤立無き封じ込め」へと移行させる提言を行い、ハンフリー

( Humphrey, Hubert )副大統領もそれを支持する発言をする54。 
3 月の下院外交委員会極東・太平洋小委員会においてラスクは、アジアの共産化を防ぐために

中国が攻撃的な姿勢をとり続ける限り「封じ込め」は必要であるが、中国が姿勢を改めれば米中

にも良好な関係が築けると論じた上で、アメリカの対中政策に十箇条の方針を挙げ、対中政策の

転換をほのめかした。その中で、同盟国へのコミットメントを確認しつつも中国に対する敵視政

策の終わりを論じ、国連代表権に関しては二つの中国案を暗示し、民間人旅行と軍縮に関する交

渉開始を提案したのである55。5 月にマクナマラ、6 月にハンフリーが同様の方針を公の演説にお

いて確認した56。これまでに論じたように政権の意志決定において行動の自制はみられたが、こ

こにおいて「自己抑制」的な対中政策は公に訴えられることになった。 
7 月 12 日、ジョンソン大統領もアメリカ卒業生評議会における演説の中で、アジアの平和のた

めの必須要件として「現在、敵と呼ばれている国家との和解」を挙げた上で、次のように続けた。

「平和的な中国こそが平和なアジアの要である。間違った中国は外の世界を理解し、平和に協力

する方向へ向かうよう奨励されなければならない。敵対的な中国は攻撃を断念させられなければ

ならない。」中国に対する人的交流の増加の呼びかけも継続すると表明した57。6 月にもジョンソ

ンは、ルーマニアのマーラー( Maurer, Ion Gheorghe )首相に対して、中国と戦争をする意志も政

権の変更を期待しないことを伝え、軍縮交渉に望む準備があることを述べた。明らかに中国側に

伝達されることを期待しての発言だった58。 
ケネディ大統領が暗殺されて間もない 63 年 12 月に、ヒルズマン( Hilsman, Roger )極東担当

国務次官補は、同盟国である中華民国を無視せず、中国本土に住む人々も無視せず、そして我々

は中国本土の共産主義政権も無視できないと演説し、対中政策の転換と受け止められたが、この

演説は政権の方針変更を伴うものではなく、世論や同盟国などの反応を見極める単発的な演説と

いう性格が強かった59。しかし、政府内において中国政策のいわゆる「修正主義者」の間だけで

共有されていた発想と簡単に退けることは難しく、今回の一連の演説は明らかに政策決定者が承

諾し、一定の期間継続をみたものであった。果たしてアメリカは何を意図していたのだろうか60。 
 

３．対中認識と政策意図の所在 ―「長期的展望」と「ガイダンス」― 
そもそも当時、アメリカはどのように中国を認識していたのだろうか。66 年前半において、対

米戦争が短期的に生じ得ると中国が認識しているという見方は、ライス駐香港総領事など少数派

だった61。3 月 29 日に提出されたヒューズ( Hughes, Thomas L. )国務省情報調査局長の報告によ
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れば、中国は「アメリカとの戦争を理論上不可避と見ているが、現実的には先延ばし可能とほぼ

確実にみなしている。」62同時期における中央情報局の報告もそれに近く、中国の指導者がアメリ

カとの戦争を真に恐れ国内政策の正当化に利用した昨年夏までに比べれば現時点での対米認識は

沈静化しており、戦争の短期的な可能性は排除されたとの見方を取っている63。66 年 6 月、ロス

トウはドブルイニン大使に向かって、米中間にはアメリカが北ベトナムへ地上軍を派遣せず、中

国も派兵しないという暗黙の了解が存在していると述べた64。世論はソ連以上に中国を危険視し

ていたが、政権内では中国の意図を危険視しない見方が優勢になっていたようである。 
66 年 6 月に国務省・国防総省の特別チームが共同作成に当たった「共産中国 長期的展望」と、

67 年 1 月に国務省から全ての在外公館に対して発信された「共産中国に関して話題にする際のガ

イダンス」は、中国に対する認識を知ることができる貴重な資料である65。「長期的展望」は政府

関係部署に配布され、国家安全保障会議でトムソンの後任として中国を担当していたアルフレッ

ド・ジェンキンス( Jenkins, Alfred ) を中心として改定が図られる。67 年 3 月には対中抑止と有

事における行動に関わる部分を中心とした抜粋版が完成し、その後も政策企画局は「長期的展望」

を分析の基礎として利用した。「ガイダンス」も 66 年 9 月にジェンキンスの指導で草案が作成さ

れたものである66。つまり、この二つ文書はホワイトハウス、国務省など政権内で少なからぬコ

ンセンサスを得たものだった。それゆえ、本稿ではこの二つを中心に対中政策の意図を探ってみ

たい67。 
「長期的展望」は、65 年に出された「短観」と組になり、毛沢東死去後を見通して今後十年間

における予測を立てたものである。70 年代前半までに中国は水爆弾頭を搭載した中距離弾道弾を

60 基、大陸間弾道弾を数基配備し、米ソに対する敵視政策も改められないと見ているが、日本は

中国を圧倒するほどの核開発を行い、台湾は大陸反攻策を放棄しないものの二つの中国案を受け

入れると楽観が並存している。さらに、同報告には中国を抑止可能とする見方
、、、、、、、、、、、、

が含まれている。

「朝鮮戦争以来、中国はアメリカと直接衝突する可能性のある実質的な危険のある地域において

は公然の侵略行為を抑止されてきている。抑止を効果的に継続するためには、適切な防御能力と

報復能力を必要なとき必要な場所に適用できる能力と、それを実行する我々の決意の信頼性を継

続することが必要である。」中国は核施設へのアメリカの攻撃を警戒しているが 70 年までは米中

全面戦争はあり得そうになく、その後も中国は核使用をすることなく核を防御的兵器として機能

させるとも指摘された。同報告において中国核保有への脅威感は薄い。無論、中国が米ソとの戦

争を望まないにしても、外交的な努力により米ソを阻害し続けるとの見込みは持たれていた68。 
採るべき戦略は何か。「長期的展望」は、不関与と屈服を共に不可能な選択肢として排除し、中

国の拡大主義的な政策を緩和させるような封じ込めを訴える。具体的には、中国に対する核兵器

の使用は放棄せずアメリカの核の信頼性を保障
、、、、、、、、

し、海上通常戦力によって攻撃の威嚇をかけ抑止

を図ることも示唆された。しかし同時に、「中国の将来の指導者がアメリカの意図を再評価するよ

うに」公式の場では中国へ侵攻しない旨を保証し、中国との軍縮交渉への関心を示し、人道的支

援、非公式接触の増大、貿易規制の緩和、中国語による公共放送の拡大を行うことなどが提案さ

れた。これらの方策を通じて彼我の能力差を認識しさえすれば中国が凍結したアメリカとの関係
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を好転させるであろう、と考える点に同報告の長期的な視点がある。また、パワーを増大させる

中国に対する共同行動をソ連に提案すべきでないとの結論も導かれている69。 
「ガイダンス」は取るべき対外的姿勢として、「北京政府による乱用と暴力に対して、節制と尊

厳で対応する大国の態度」を指示した。同盟国の支援を保証する一方で、中国の偉大さを確認す

ることで「潜在的な将来の指導者が影響を受けるような」発言を行い、ジョンソンが述べた「現

在、敵と呼ばれている国家との和解」を再度強調した。その上で、在外公館の発言を次のように

規制した。つまり、同盟国の動揺を誘わないように注意を払いながらも、柔軟性の印象を与える

ことで、アメリカの政策が硬直的であるとの批判を和らげ、ベトナム戦争継続の責任も敵方に求

める。中国の内政と中ソ関係に対しては沈黙を保つ。中国の核兵器とミサイル戦力に対してはア

メリカの優越を示し抑止を期する70。これらに込められたジョンソン政権の意図は、アメリカの

強さ、信頼性を再保障する一方で、その柔軟性と自己抑制的な中国政策も各国政府に伝えること

であった。 
文化大革命の発生以後、中国外交の硬直化は米中和解を更に難しくし、ジョンソン政権も特定

の一派を支援するような干渉は避けた71。だが他方で、文化大革命を観察した後の 66 年後半や

67 年においてさえ、「ガイダンス」に示されているようなアメリカの柔軟性を示すために、アメ

リカが一方的に敵視政策を放棄し、中国に平和共存を呼びかける基本姿勢は残存した。例えば、

66 年 12 月のウィリアム・バンディのメモにおいては、ワルシャワ大使級会談を政府高官レベル

に引き上げる提案をすることで、国内外の世論において「アメリカの対中政策とベトナム問題の

平和的解決の意志にかかわる信頼性を高める」期待が持たれていた。国府の反発も予想されてい

るが、十分な事前協議と情報の共有により損失は防げるとされている。同様の議論は同年春にも

されていたことがある。いずれの場合にも、中国側が申し入れに応じるとの見込みはほとんど持

たれていなかった72。外交チャンネルを通じた中国に対する呼びかけも続けられた。例えば、67
年 6 月にもジョンソンは北京訪問前にワシントンを訪れたマーラーに対して、アメリカが中国と

の戦争を望まず政体の変更も模索しないことを述べた上で、中国との貿易の開始、不拡散条約の

討議の希望を表明した73。 
「長期的展望」と「ガイダンス」で確認された目標は、平和共存を中国に呼びかけることによっ

て、短期的には国内外からのベトナム介入への批判をかわし、毛沢東以後の世代を見越して中国

の将来の指導者に好ましい印象を与えることだった。既述の通り、この時期には、中国核開発と

いう事態に対抗するために中国への強硬な姿勢を取り、同盟国への再保障をすることで信頼性を

保つことの必要性も薄れていた。他方、中国との全面戦争は起こりそうになく核抑止が成立する

との認識が形成されていたものの、中国がアメリカと関係打開のための交渉に応ずるとは期待さ

れていなかった。つまり、ジョンソン政権は中国を 早敵視しないという抑制的なイメージを喧
、、、、、、、、、、

伝する
、、、

ことによって国内外にアメリカの柔軟性を示し、米中関係が悪化している原因を中国政府

に「責任転嫁」することを意図し、さらに、中国との衝突を望まないというアメリカの意図を中

国に伝えることで米中関係を安定させる布石を打とうとしていたのである74。 
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４．対中認識と政策意図の連続性 

ジョンソン政権が既述のような対中認識と政策意図を持つに至った背景のひとつには、当時海

軍長官であったポール・ニッチェ( Nitze, Paul )が警鐘を発したように、インドシナを契機にした

中ソ再連携への懸念があっただろう75。他方、ジョンソン政権内に、中国が今後も国家として存

続していくとの認識と、中国は依然として米ソを敵視しそのイデオロギー的な強硬姿勢から変化

していないとの認識が併存していた事実にも注目すべきであろう。まさにこの点においてこそ、

平和共存の呼びかけという自己抑制的なジョンソン政権の対中政策は、ニクソン政権期における

ホワイトハウスの対中認識と異なり、他方でケネディ政権期のヒルズマン演説、ニクソン政権期

当初における国務省の認識と共通の基盤を有している。 
ヒルズマン演説は中国が一時的な存在でないと、それまでの政権の立場とは異なる新しい認識

を披露した上で、「堅固にして柔軟」な対中政策を示した。ヒルズマンによれば、「堅固な政策と

は、台湾の国民政府及びその国民をはじめとして、われわれの友人と同盟諸国を固く支持するこ

と、アジアにおいてアメリカの力を堅固に維持すること、そして、いかなる地域においても侵略

に対して断固立ち向かう決意を意味する。」つまり、それは意図と能力の両面において決意の信頼

性を維持するような政策である。しかし同時に、彼は「変化の可能性に対し常に扉を開放し」て

いるとアメリカの柔軟性、冷静さを述べることによって、国内外の世論に対して米中関係の断絶

の責任を中国に帰すことをねらっていた。彼は、中国がその時点でアメリカの呼びかけに応じる

とは期待していなかったが、将来の中国指導者が米中関係を変化させるような「素地」を残して

おく必要を感じていたという76。 
無論、ジョンソン政権期には中国核開発の成功により中国の存在が恒久的なものになりつつあ

るとの認識が政府内に留まらず国際的にも強まっており、ベトナム戦争の悪化と相まって対中政

策における柔軟性を示し米中関係の断絶の責任を中国に転嫁する必要性が益々増していたという

事実を見逃すべきではなく、ヒルズマン演説と 66 年以降における対中政策の変化は単純な政策

の継続とは言い切れない。既に指摘したように、前者は単発的な性格を有してもいた。けれども、

両者に込められた対中認識と中国政策における意図にかなりの共通性が見いだせることは事実で

あり、「第二次ケネディ政権」のための政策として準備されたというヒルズマン演説の趣旨はジョ

ンソン政権期に政府の方針として開花したともいえよう77。 
珍宝島事件の発生後、国務省東アジア局は中国の敵視政策に変化がないとの分析から、中国の

姿勢変化の可能性は少ないと悲観的な見通しを持っていた。ジョンソン政権期と同様に、中国は

依然として共産主義のイデオロギー体制から脱せず、米国と本質的に利害が一致しない段階にあ

るとみていたのである。他方でニクソン政権期におけるホワイトハウスは、ソ連からの安全保障

上の脅威が増すなかで中国の姿勢変化により楽観的であり、国務省との見方の隔たりは大きかっ

た。無論、その後の対中交渉のプロセスから国務省が排除されていく原因をホワイトハウスとの

分析の隔たりに求めることは、必ずしも適切ではない。ニクソンと国務省との関係は彼の大統領

就任前から悪く、さらに秘密交渉を好むキッシンジャーにとって対中交渉の主導権を国務省から

奪うことはいずれにせよ必要であったからである。そのため、ここでは初期における両者の認識
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の差、国務省の対中認識のジョンソン政権期からの連続性という事実のみを指摘しておきたい78。 
 

５．ジョンソン政権末期の対中政策 
さて、68 年春において、ジョンソンは次期大統領選挙に不出馬を表明し、他方でアメリカは北

爆停止も行った。しかし、2 月にラスクがジョンソンに提案したことは、毛沢東が存命する限り

中国の対米政策に変化は期待できず、旅行制限や貿易制限の緩和を訴えながら中国の将来におけ

る姿勢変化を待つことだった。ジェンキンスや外部専門家の提言も同様に、和解の見込みが無い

ことを確認している。他方、5 月には大統領選取材への中国人記者の招待が宣言され、同月にカ

ッツェンバック( Katzenbach, Nicholas ) 国務次官が行った演説も従来通り中国との戦争を避け

る意志と、貿易や人的交流の開始を呼びかけた。ジョンソン政権末期の対中政策とそこに込めら

れた意図に目新しい変化はなかったようだ79。 
政権交代に当たり68年12月に政策企画室が用意した「共産中国に対するアメリカの政策」は、

米中関係の打開のための必須要件として北京政府の姿勢の変化を挙げている。同時に、アメリカ

が台湾に中国大陸を自国領と主張することを取りやめるように圧力をかけることや、中国の国連

加盟、中国との拙速な軍備管理交渉の開始は望ましくないと考えられ、旅行や貿易の制限を緩和

するなど、より緩やかな政策が望ましいとされたのである。短期的な関係改善の可能性を排除す

る見方にたって、長期的な関係改善の可能性を残す立場だった80。ジョンソン政権期における対

中政策の総括とみなすことができるだろう。 
他方で、プラハの春へのソ連の介入という共産圏の暗澹たる状況の一方で、アジア政策の転換

を発表したニクソンが大統領選挙に勝利したことは、米中両国政府が関係改善へ向かう新しい兆

しを予感させるものであった81。 
 

第３節 国府の拘束 

 

１．政府間交渉における「大陸反攻」 

以上に論じてきたように、アメリカと国府は中国核保有、ベトナム戦争に対して意見の食い違

いを見せ、アメリカは中国に対して自己抑制的な対応を採用していた。このような両政府の立場

の相違は米華交渉において、特に「大陸反攻」を軸として、より明確になる。本節ではそれらを

検討することを通じて、米華両国の同盟への期待のズレを示し、アメリカが国府に対して信頼性

を保障しようとする一方で、その行動を拘束しようと試みていたことを詳述する。 
64 年 4 月のラスク訪台に伴う蒋介石との会談において、ベトナム情勢と中ソ対立、大陸反攻、

反共同盟構想が討議される。蒋介石は特に、中国大陸が経済的困窮だけでなく毛沢東の求心力低

下にも蝕まれていることを指摘した。それに対しラスクは、大陸反攻のためには国民党軍だけで

はなくアメリカが核兵器を含む大規模な支援を行う必要があり、それは現在の状況ではソ連が中

国の支援を行うことにつながるとの認識を示し、中ソ関係を将来的に見極めることを説いた。蒋

介石は、大陸に対する核兵器の使用に反対すること、即時の大陸反攻を提案してはいないことを
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前置した上で、アジアの広範な地域で国府がゲリラ活動を行うことを改めて推奨したのであった。

ラスクは大陸反攻案を退け、特に目新しい提案をしたわけではなく、意見交換と同盟関係の再保

障を行っただけであった82。 
65 年 4 月、ライト大使は国府との交渉において、国府の軍事予算が 2 割増加することに疑問を

呈し、経済開発の優先を求めた。さらに、3 月下旬、台湾出張から帰国したトムソンは、国府の

大陸反攻の希望を断ち曖昧性を打ち消すことで、アメリカの同盟コミットメントが交渉材料とし

て国府に利用されることを回避し、国府の予算を防衛から経済開発へ回すことができると論じて

いる。無論、国府に対するコミットメントを再保障することも確認しており、同盟維持への注意

は払っている。しかし、大陸反攻案を否定することでむしろ国府への影響力を生じさせようと試

みる発想が注目される83。 
国府が本土防衛に求められる以上に過剰な軍事力を保有し、国家予算の平均 7 割以上を軍事予

算にあてていることはその経済開発を阻害していると懸念された。途上国としては十分な経済開

発が達成されたとして 65 年に米国国際開発庁を通しての経済援助は停止されるが、それに加え

て軍事援助(MAP)を削減することで、アメリカは経済開発へ予算を使用するよう国府に圧力をか

けることをねらった。他方で、軍事援助の削減は国府が益々軍事予算を増強する結果へつながる

との懸念も指摘されたが、それを防ぐ手段までは想定されていなかったようだ84。 
65 年 9 月、蒋経国・国防部長が訪米する。当時の公電によれば、蒋経国は概略、以下のような

認識を有していた。時間の経過は「未来が中共と共にある」ことをますます人々に認識させてし

まう。そのため、大陸反攻を訴えることは生存をめぐる問題であり、アメリカこそが国府生存の

ための唯一の希望である。アメリカが極東へのコミットメントを放棄せず、中国との戦争を不可

避とみなし、中国が平和的に封じ込められる対象ではなく、破壊すべき対象であるとの認識を持

つことが重要である。そのために、国府はアメリカの全般的な戦略と利益に合致するよう行動す

べきであり、蒋経国訪米もその目標を達成する一環である。ベトナム、ラオスへの兵站線を阻害

するため広東省への攻撃を提言するも、それに固執することなく、国府がアメリカの極東戦略の

一翼を担う同盟国であることを訴えることに主眼がある85。 
しかし、アメリカにおける蒋経国訪米前の準備や実際の会談、その後の展開において、ジョン

ソン政権の対応の主眼は国府の動きを拘束することに置かれており、頼りがいのある同盟国とし

て自らを位置づけようと試みた国府の希望とは異なり、そのような試みはむしろ、扱いづらい同

盟国として、アメリカの国府に対する警戒心をますます高めただけと観察される。 
まず、訪米を前にしてジョンソン大統領に提出されたメモにおいて、ラスクは台湾防衛を保証

し、ベトナムへの経済支援への感謝を表明するよう促す一方で、台湾の南中国への侵攻案を警戒

していた。また、同年 8 月南シナ海上における中国との交戦にあたり、アメリカへの事前通達が

なかったことを問題視していた。加えて、ジョンソン夫人( Lady Bird Johnson )と宋美齢総統婦

人との懇談にジョンソンが出席する際にも、国府側から大陸反攻案が提起されることは想定され

ており、それに対しジョンソンが台湾防衛を再保障することで応対することも事前に取極められ

ていた86。 
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9 月 22 日、蒋経国はマクナマラとの会談において大陸反攻案を提起する。これまでの提案と異

なり、蒋経国はアメリカの核兵器や地上軍を要求せず、海上輸送能力と海軍・空軍による防御支

援のみの提供を求めた。大陸反攻が成功するためには、軍事的な成功ではなく大陸に住む人々に

「選択肢を提供する」ことが重要であり、核兵器の使用やアメリカの地上軍の使用がふさわしく

ないとも蒋経国は説明している。しかし、会談においてマクナマラは、中国を封じ込めることと

同時に全面的な戦争を回避する事が目標であるとの認識を示した上で、中国を合理的な存在とみ

なしているため対中戦争の回避、核抑止が可能であると説明する。 
また蒋経国は、アメリカとの協議、情報交換の機会を増やすことを要求した87。12 月に訪台し

たウィーラーも、ベトナムを大陸反攻の 後の機会と捉えている蒋介石が、協議・情報交換の機

会を増やすことでアメリカへの影響力行使になると考えていると報告している。ウィーラーはそ

の対応策として、大陸反攻案を「問題外」と扱うことを提言している88。 
新たな大陸反攻案も、統合参謀本部での検討を経て「現実的ではない」と一蹴され、以後はアメ

リカの支援を前提とするような大陸反攻案への協議に応ずるべきでないと論じられる結果となっ

た。その決定は翌年 1 月に数回国府側に伝達されたが、蒋介石を始め国府の失望を招く。しかし、

アメリカ政府における認識は冷ややかなものだった。例えばトムソンは、軍部も文民も不可能と

判断している国府の要求に応ずることはできず、またそれを拒否したところでアメリカが払うべ

きコストはベトナムへの経由地として台湾の空港使用が難しくなることに留まるとの見通しを示

した。米華同盟の解体はアメリカにおいて想定されておらず、加えて国府がアメリカに対して行

使できる影響力も極めて限定的で代替可能であるとの認識が背後にみてとれる89。 
67 年 3 月、蒋介石は訪台したゴールドバーグ( Goldberg, Arthur )国連大使に再び大陸反攻案

を提起した。蒋介石は、中ソ対立、北ベトナム支援、文化大革命に伴う国内混乱により、共産主

義政権を打倒し核施設を破壊する「絶好の機会」が訪れていると説明し、アメリカによる計画の

承認と輸送面での支援を求めた。ジョンソン政権はこの大陸反攻案もすぐさま拒絶する90。10 月

にも蒋経国は、中国の騒乱を利用して政治的な干渉をすべきことをマッコノーイ ( McConaughy, 
Walter )駐華大使に伝えた。国務省は情報交換に関しては必ずしも否定しないにせよ、ゲリラ活

動や隠密作戦に関してはアメリカと協議の必要があることを伝達せよとの訓令を返している91。

この時期には、相次ぐ国府からの提案の一方で、国府が一方的な行動にでるとの見込みまでは持

たれていなかったようだ。12 月の本国国務省への公電においてマッコノーイは、文化大革命の沈

静化によって機会が失われると認識した蒋介石が軍事的な大陸反攻に打って出る可能性は極めて

薄いと報告している。彼は、軍事援助の削減も国府の大陸に対する挑発的な行動を生まないとの

認識を示してもいる92。国府の行動を拘束できているとの認識は存在していたようである。 
 

２．国連代表権問題における変化の兆候 
国府にのみ国連代表権を与えるアメリカの立場は、アフリカなどでの新興国の誕生、フランス

の中国承認、中国の核実験成功などを通じて、徐々に弱まりを見せ始めていた。64 年冬、第 19
回国連総会の開催を前にして、政権内には国府にのみ代表権を与える「一つの中国」の立場を保
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持することの難しさ、「二つの中国」又は「一つの中国、一つの台湾」へ政策を転換する事が不可

避であることが提起され、同時に、アフリカに対する農業支援など国府の開発援助の重要性も確

認されている93。結局、同年の総会は分担金を巡る米ソ対立によって開催されなかった。65 年の

総会でも中国代表権問題を三分の二以上の議決を要する重要事項に指定する重要事項指定決議案

は 7 票差で可決され、国府に代わって中国にのみ代表権を与えるアルバニア決議案は賛否同数で

あった。国連代表権に対する米華の立場が国際的な支持を調達することは確かに困難になり始め

ていた。 
悲観論は徐々に高まり、国連代表権に対するアメリカの戦略は後退を始め、中国の加盟阻止で

はなく、国府の排除阻止に重点が変化する。66 年 5 月にラスクはジョンソンに、「二つの中国」

へ戦術を転換することを提言する。国府の議席保有を認める限り中国が呼びかけに応じて国連に

加盟する見込みはないにせよ、この転換により、西側諸国の流れを「一つの中国、一つの台湾」

へと変化させることで、世論と議会からアメリカ政府に加えられている圧力を解消できると考え

た。蒋介石はこのような戦術変化を拒否し、「二つの中国」が決議された場合の国連脱退の意向を

伝えている94。 
既述の通り、66 年には中国に対する平和共存の呼びかけが米政府高官から相次ぐ。蒋経国は一

連の演説によりアメリカの対中政策の変化が印象づけられることで国連における国府の立場が

ますます弱まることに懸念を示した。しかし、コマーが平和攻勢を優先させることを提言してい

る事実にも示されているように、国府の懸念がアメリカの中国政策に影響を与えたとは言えず、

ジョンソン政権は国府に対する軍事援助や情報提供などを通じて信頼性の維持を一方的に図るの

みだった95。 
しかし、文化大革命が進行する中で中国への支持が停滞し、問題は一時的に棚上げされること

になった。9 月 13 日の昼食会において、ジョンソンは「二つの中国」への戦術転換を行わず、ア

ルバニア決議への反対、重要事項決議の議決確保という従来の方針を確認した。これを受け、ア

メリカはカナダが「二つの中国」決議を行わないよう説得工作に入り、イタリアなどを利用して

「検討委員会」決議を準備する。12 月の総会においては、アルバニア決議、検討委員会決議とも

に過半数に至らず、重要事項決議が過半数を確保した。問題は先送りされたのである96。しかし、

国府を支持する勢力は国内でも弱まる一方だった。チャイナ・ロビーの存在は既に無視できるほ

ど弱体化しており、かつて権勢を誇った「共産中国の国連加盟に反対する百万人委員会」を支援

する議員も少なくなっていた97。 
66 年 5 月に中央情報局が提出した「国民党指導者の増大する悲観主義」と題する報告書におい

て、国府はアメリカに対する期待を完全に喪失したと受け止められていた98。アメリカへの抵抗

を示すかのように、67 年より国府は対ソ敵視政策を改め、68 年 11 月にはソ連人記者が台湾を招

待訪問した。この招待は同盟再連携の可能性を示すことでアメリカに対する影響力確保を試みる

国府の行動であり、北京政府の情報を望むソ連がその提案に応じたものであった。しかし、アメ

リカが国府に対する姿勢を変えることはなかった99。 
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おわりに 

 
 アジアの冷戦は激しい米中対立によって彩られたといわれる。しかし、表面的な厳しい対立の

一方、紛争のコストの高さゆえに両国は再び矛を交えることを望んではいなかった。それ故にア

メリカは台湾海峡の安定を望み、中国に対する抑止の成立を計る一方で緊張の高まりを防ぎ、大

陸への反攻や挑発を志向する国府から提案される大陸反攻案や軍事計画に対して慎重な姿勢を貫

いた。歴代政権は海峡の現状維持を望み、中国だけでなく国府に対しても行動を封じ込める、二

重構造、つまり二重の抑止が必須だと認識していた。 
 ジョンソン政権期においてもこの構造とそこに込められた意図はきわめて明瞭に観察できる。

中国核実験は第1回実験前後には予防攻撃を検討する程に深刻な安全保障上の脅威として認識さ

れ、トンキン湾事件、北爆実施と介入が進むインドシナ半島でも中国の介入による直接戦争の可

能性があった。アメリカの決意の信頼性が問われていた。しかしアメリカは予防攻撃案を排し、

中国核保有の国際的なインパクトが薄れるなかで、その防御的性格と実用化までに要する時間を

確認したため対応を抑制する。無論、アメリカは信頼性の維持を放棄せず、中国に対しても対中

抑止を期し、西側同盟国に対する拡大抑止を通じた信頼性の維持を一貫して意識し、保障した。

しかし、対中政策に柔軟さを求める気運が皮肉にもベトナムへの介入により高まったため、中国

に対する平和共存を呼びかけるなど、ジョンソン政権後期は対中政策の変化の兆しを見せ始める。 
中国の核実験によって国際的地位が揺らぐなか、国府は対米依存の強化を図るため、南ベトナ

ムへの援助や後方支援を通じて同盟国としての有用性を高める努力を行い、他方で大陸反攻案を

アメリカに重ねて提示した。しかし、アメリカは大陸反攻案を拒絶し、国府の経済開発への傾斜

を実現しよう試みた。無論、アメリカが同盟を結んだ国府に対して信頼性の維持を放棄したとは

言えない。防衛コミットメントは繰り返し保障されている。だが、現状維持を志向するアメリカ

が中国に対して「自己抑制」を追求する限り、国府と目標のズレが生じてしまう。同盟国の認識

する脅威が一致しないことは多いが、非対称的な同盟関係においては「信頼性」も一方的に保障

されるものに過ぎない。さらに、非対称な同盟関係であるためにアメリカは期待に添わない同盟

国の行動を拘束しようとする。国府がおかれていた立場とは、まさにそれだった。 

 
本稿は平成十六、十七年度科学研究費補助金（特別研究員奨励費）の成果である。 
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